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図表２－１８　教育訓練市場の構造表と日本労働研究機構（2003）『平成14年度　能力開発基本調査』との関係

注1）教育訓練プロバイダーにおける民間の「財団・社団」は、『能力開発基本調査』では「民間職業訓練機関」に該当すると推測できる。

注2）教育訓練プロバイダーの公共の「大学･大学院、専修･各種学校」と学校法人の「大学･大学院」「専修･各種学校」は『能力開発基本調査』の専修学校･
各種学校および大学･大学院が該当するが、公共の専修・各種学校の数は少ないため、本稿では大学・大学院のみを対応させた。
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